
はじめに

国際社会に古くからある問題で、今日に

おいてもなお深刻なものとして数えられる

ものの一つに難民問題がある。単に難民問

題と言っても様々な側面を有した複雑な構

造になっており、それを捉えるには国際法

学の立場からも種々の視角がありうるが、

まず、国際社会が伝統的に難民保護手法と

して採用してきた領域的庇護（territorial

asylum）がどのようにその様相を変化させ

てきたのかをみる必要があろう。そのよう

な観点からは、各国による領域的保護を支

える機関としての国連難民高等弁務官事務

所（UNHCR）が注目される。

これまでの議論においては、冷戦構造の

確立及び崩壊の影響が、本来人道的活動で

あるべきとされたUNHCRによる難民保護及

びその権限に大きく政治性を含ませてきた

ことが批判されている。しかしこの問題が

論じられる時、その権限の再定式化を関係

する各種文書の中から明らかにするという

作業は必ずしも十分に行われてこなかった。

そこで本稿では、UNHCRが難民問題解決
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に果たす役割が規模の上で年々大きくなっ

てきているのみならず、特に1990年代に入

ってからは従来の難民保護方法論及び庇護

に関する考え方をも転換させていることを、

関係する各種文書の中から読み取りつつ、

その権限の変化の方向性に関する考察を行

うことを試みたい。

I.  80年代までの概観

1. 国連難民高等弁務官事務所の法的基礎

1950年12月14日、国連総会の補助機関と

して国連難民高等弁務官事務所（the office

of the United Nations High Commissioner

for Refugees, 以下UNHCRと略称）は設立さ

れた １）。UNHCRの職務の人的範囲は

UNHCR規程によれば、「人種、宗教、国籍

若しくは特定の社会的集団の構成員である

ことまたは政治的意見を理由に迫害を受け

るおそれがあるという十分に理由のある恐

怖を有するために、国
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であって、当該常居所を有していた国

に帰ることができないものまたはそのよう

な恐怖を有するために当該常居所を有して

いた国に帰ることを望まないもの」（傍点:筆

者）とされている。

リー（Lee, T. Luke, 1996）によれば、

UNHCR規程及び難民条約以前は、その個人

が国境線を越えていることは難民の定義の

要素の中に必ずしも含まれていなかった２）。

UNHCR規程（及び1951年難民条約）におい

て難民と国内避難民との区別が生まれ、難

民のみに保護を与えることになったのであ

る。両者の区別は、冷戦構造を背景とした

当時の状況のためであったといわれるが、

後述するように冷戦構造の崩壊とともにそ

の必然性が問われ始めるようになっている。

ここでは、このような状況の変化に対応

するUNHCR規程の権限拡大のための構造が

どのようになっているかを簡潔にであれ明

確にしておく必要がある。つまり、UNHCR

の活動の根拠となるUNHCR規程における活

動対象及び、UNHCRの権限拡大を可能とす

る根拠である。

UNHCRの権限はUNHCR規程第６条に示

されている。これは基本的に1951年難民条

約と類似の者を「難民」と定義し、原則と

して「難民」に対して「難民問題の恒久的

解決」及び「難民の国際的保護」を模索す

ることをその職務としている。それとは別

に、同第３条は「UNHCRは総会または経済

社会理事会の政策指示に従うものとする」

と規定している。また、同第１条では「…

UNHCRはその職務遂行において、例えば難

民の地位の認定などに関して特に問題が生

じた場合に諮問委員会（advisory committee）

に意見を要請するものとする」として、諮

問委員会の設立を予定している。そしてそ

のような委員会は経済社会理事会によって

選ばれる各国代表により構成されることに

なっている。

その諮問委員会がどのような権限を有す

るのかに関してはUNHCR規程には具体的に

示されていないが、例えば現在のUNHCR計

画執行委員会（UNHCR Executive Commit-

tee, 以下EXCOMと略称）はUNHCRの活動

に関する結論（Conclusions）を毎年採択し

ている。この結論には一般に拘束力はない
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が、国連総会決議1166（XII）（1957年）や

1783（XVII）（1962年）は、「UNHCRは、難

民に関する状況についてEXCOMが与える指

示に従う（abide by directions）よう」求め

ている。

実際には、その結論を受けて国連総会に

おいて類似の総会決議が採択されUNHCRの

活動権限の拡大が認められるというパター

ンが成立しているのである。

2. 80年代までの権限拡大３）

UNHCRの権限拡大の中でも、斡旋概念

（good offices concept）が、大きくその活動

範囲を拡大してきている。この斡旋概念は、

UNHCRを新難民問題４）に柔軟に対応させる

ためのものであった。

すなわち、1957年に中国から香港に逃れ

た人々がいたが、彼らを難民と認定するの

が困難であったため、UNHCR規程に照らす

と本来の活動対象とは認められないものの、

人道的考慮から彼らのために寄付金を募っ

てこれを分配するという活動（斡旋活動）

を行う権限をUNHCRに認めるという総会決

議が出された。その後、1959年には斡旋対

象の資格決定権をUNHCR及びEXCOMに付

与し、難民であろうことが想定できるもの

の、その認定作業が不可能であると考えら

れるアンゴラ人難民に対しても斡旋機能は

拡大され、1961年には斡旋機能の内容が寄

付金分配以外にも拡大された。1972年には

スーダンにおいて50万人の国内避難民に緊

急援助を与える権限が認められている。

このように、UNHCRは規程に当初予定さ

れていなかった活動を行う権限を次々と与

えられてきたのであるが、ここで簡単にま

とめてみると、ある特徴が確認される。

それは、UNHCRの権限が拡大されたとは

いえ、その活動の中心はやはり受入国中心

型であったという点である。その活動は主

に難民の受入国において行われ、あるいは

難民の本国への帰還を援助する活動にして

も、難民が少なくとも一度は出身国以外の

国へと流出したことに対処するものであっ

た。例えばスーダンにおいては国内避難民

に対しても活動を行っているが、そこでも

「難民及び国内避難民」に対して活動を行っ

たのであって、問題の中心から受入国はは

ずされてはいない。

実はこの点は、UNHCRの活動の根本的な

理念に関する論点であり、本稿における議

論の核心的部分である。UNHCRは1980年代

までは、非政治中立の立場を少なくとも形

式的に保ち、難民保護の手段としては領域

的庇護が最も望ましいという理念を維持し

てきたと考えられる。1980年代までの活動

の変化というのは、この理念に沿ってなさ

れた、いわば枝葉的な変化であって、

UNHCRの活動を根本から見直すようなもの

ではなかったと言える。このことは、後述

するように1990年代における議論との比較

によって確認が可能である。

II.  受入国中心型からの変化

1. 庇護権の限界と難民保護の論理転換

１-1. 国家の権利としての庇護の限界

国際法上、庇護の付与は国家による権利

の行使であるとみなされる。個人はその本

国以外の国に対して庇護の付与を求
・
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・
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・
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・
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・
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を有するとし

ても、国家は個人に対して庇護を付与する

義務を何等負うものではないというのが有

力な見解である。このような制度になって
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いることは決して偶然ではないが、現行国

際法システムに必然の帰結というわけでも

ない。国際法上の庇護に関してはこれまで

幾度か議論を行う場が設けられてきたが、

その度に国家は自らの権利を手放し、ある

いは制限することを嫌ったのである５）。これ

は国家にとって出入国管理政策が如何に重

要であるかを表現しているとも言えるが６）、

例えば1967年に国連総会で採択された「領

域的庇護に関する宣言（United Nations

Declarations on Territorial Asylum）７）」の

第１条第３項においても、このような各国

の姿勢を象徴するような宣言が為されてい

る。すなわち、庇護を付与する基準は、庇

護付与国によって判断される８）ことになっ

ているのである。そしてこのような庇護に

対する理解は、庇護を求めこれを享受する９）

という個人の権利まで時には侵害してしま

う。国家が庇護権を自らの権利として維持

し続けてきたことからして、それが難民の

側から見た場合に自ずと限界を抱えている

ことは、容易に想像のつくところであるが、

実際、難民の受入れに関しては政治的考慮

が大きく働いてきたとされ、政治的背景が

変化すれば難民受入に対する各国の態度も

変化するということはこれまでの国際社会

の実行からも確認できる。

第二次大戦以降、先進諸国は発展途上国

からの安い労働力を積極的に受入れてきた

が、1970年代初頭に欧州は不景気へと突入

し、その結果欧州においては労働者の流入

を抑えるような厳しい移民政策がとられる

ようになった。難民の受入れに関してはそ

れでも寛容であったが、厳しい移住政策に

直面した移住希望者達が欧州に滞在するた

めに庇護手続を利用するようになり、1980

年代半ばには問題は深刻化するのである10）。

そして先進諸国はついには庇護に関しても

制限的な政策をとることになるのであるが、

この点に関して、国連の第50会期に提出さ

れたUNHCRの覚書における記述が象徴的に

このような状況を説明している。「UNHCR

は世界の各地において庇護を求め享受する

権利及びノン・ルフールマン原則が侵害さ

れている状況を懸念する。大部分の国は、

その国内状況の苦境にもかかわらず庇護希

望者を受入れているが、庇護希望者は法的

及び実行的に大きな障害にぶつかっている。

これらの障害の内で顕著なものとしては、

難民を輸送した旅客輸送会社に対する制裁

（carrier sanctions）やビザ取得の義務づけ

（visa requirements）、あるいは難民認定の

厳格化、排外的態度及び行動（xenophobic

attitudes and actions）、難民に対する安全の

確保が為される前における帰還の催促等が

ある11）」というのである12）。

いずれにせよ、このような状況に対応す

るようにUNHCRはその活動を変化させるの

であるが、そこではそれまでの権限の変遷

にはない論理展開が為されている。そこで

は80年代までとは異なり、活動の内容のみ

ならず、国際機関としての根本的理念にま

で踏み込んだ実質的変化が生まれていると

考えられるのである。その点につき、以下

に詳しく見てゆくことにする。

１-2. 難民保護の論理における変化

UNHCRは毎年一回、EXCOMに対して国

際的保護に関する覚書（Note on Interna-

tional Protection,  以下「覚書」という）を

提出することになっている。これらを調べ

てみると、UNHCRの活動がどのように捉え

られているのかということが見えてくるの
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であるが、1991年以降の覚書にはそれまで

にはなかった論点が含まれていることが分

かる。しかもそれは、UNHCRの国際機関と

しての根本的理念に関する興味深い論点を

含んでいるものであった。

1980年代に国連総会の特別政治委員会

（Special Political Committee）において難民

の大量流出を防ぐための国際協力の構想が

西ドイツの先導によって「新たな難民流出

を防止するための国際協力」として検討さ

れたが、UNHCRとの関係では80年代におい

てはこれといった発展は見られなかった13）。

しかし、1991年の覚書14）において「保護の

新たな方向（New directions for protection）」

と題する章が設けられ、その中に「予防

（Prevention）」という従来にはなかった節が

登場した15）。この「予防」とは、難民流出を

未然に防ぐような活動を意味しているが、

このような概念について、同覚書は次のよ

うに論じている。「まず始めに、予防的活動

が求められる状況が存在する。ここにいう

予防的活動とは、人々が難民として流出す

ることのないよう、難民の流出原因を排除

することであり、ただ単に人々が難民とし

て流出することを防止することを意味しな

い。予防的活動は、人々の安全と福利とを

脅かすような難民流出が起きる状況を早期

に改善し、人道的及び政治的観点から対処

可能な状況にとどめることも意味する16）。」

ここでは、予防的活動が求められる状況が

存在するとしながらも、それが具体的にど

のような状況であるか、また、なぜ突然こ

のような概念が持ち出されたのかについて

は説明がないが、予防的活動の必要性に関

してはその前年の1990年のEXCOMにおい

て、当時難民高等弁務官であったストルテ

ンベルグが以下のような発言を行っている。

「前回のEXCOM以来、多くの劇的な発展が

見られた。中東における危機は1990年が国

際関係における新時代の到来をもたらすこ

とを予感させた。その状況は深刻ではあっ

たものの、冷戦の終結、多くの権威的体制

の急進的変革、及び国連の新たなる中心的

役割が、多数国間協力に予期することので

きなかった機会をもたらしたのだ。UNHCR

はこのような機会を活かし、平和を構築す

るような貢献を行った。中東における危機

は、国境を越えて移動する貧しい人々の新

たな波を一気に加速させた。彼等の大部分

は祖国へと帰ろうとする外国人労働者たち

であった。多くの人々は、彼等を難民とし

て認識していた。行政上、その様な状況は

ジレンマを引き起こした。実際、彼等の多

くは帰国することが可能であり、あるいは

帰国することを望む移民労働者であって、

国際的保護を必要とする難民ではなかった。

しかしながら、私の認識としては、その様

な（極限的な）状況においては、誰によっ

てその様な状況が引き起こされているのか

を問うことはできないので、ジレンマは存

在しえないし、被害者をただ救済すること

を選ぶことになるだろう。それ故、中東危

機においてはかなり早い段階から私は当該

地域の諸政府代表と個人的に接触し、

UNHCRの援助と専門知識を提供してきた。

またUNHCRは、誰によって何が為されるべ

きかを明確にする為に関係諸機関との非公

式の会合も行った。このような動き全体を

通して、私は国連事務総長と緊密な連絡を

とってきた。国連の政治機関がその本来の

機能を全うする一方で、それと協働する人

道的機関が不適当な行為を行わないように
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注意するというのは不安を伴う。我々は今

日の人道的緊急事態に俊敏に対応する国連

及び国際社会の能力を見直すべき必要に迫

られている。UNHCRはその様な努力の中心

的役割を期待されている。リベリアでの紛

争に関して、UNHCRはかなり早い段階から

関係諸政府及びOAUとコンタクトをとり、

危機を未然に防ぐような努力を行ってきた。

残念ながらそのような努力は実を結ばず、

状況は悪化してしまったが…」17）。つまりこ

こでは冷戦の終結に伴う状況の変化から、

従来のような難民であるかないかといった

定義にこだわった援助を行うのではなく、

必要に応じた援助が為されるべきであって、

予防的活動もその文脈から導かれることが

示されている。予防的活動は、一般的に庇

護国の負担を軽減するという目的からも求

められるのであるが18）、同覚書の文脈及びス

トルテンベルグの主張からすると、どうや

らそのような理解ではなく、「人々が避難せ

ざるをえない状況に陥らない為の」活動で

あるという部分が強調されており、庇護国

の負担の議論とは切り離されている。つま

りここでは庇護国の問題とは無関係に予防

的活動を説明しうることになっているので

ある。従って「保護の新たな方向」とは、

庇護のみによる難民保護からの脱却を意味

していたと考えられる19）。80年代においては

UNHCRはこのような役割を担うことに対し

て積極的ではなかったのに対して20）、そのよ

うな姿勢を逆転させるような状況の変化が

生まれていることが示されている点にも注

目しておく必要がある。

さらに同覚書は次のように続ける。「予防

的活動には、人権保護と開発との効果的な

実行も求められる。市民的及び政治的権利

のみならず、経済的、社会的及び文化的権

利のより確かな遵守は、難民流出原因に取

り組むにあたって基本的なものである。21）」

ここでは、同文中の「難民」という表現に

注意する必要がある。UNHCRは従来、「難

民（refugee）」という語の使用に敏感で、

UNHCR規程もしくは1951年難民条約にいう

「難民」と、その他の避難民との区別にこだ

わってきていたのであるが、1990年頃から

この区別を曖昧にし、ついにはその両者を

「難民」という語で一括りにするようになっ

てきている22）。同覚書中の「難民」という表

現もこのような用法で用いられており、そ

こではむしろ「避難民」の流出原因が強調

される形になっている。従来の「難民」で

あれば、その流出原因には政治的考慮から

基本的に触れるべき余地がなかったものが、

「難民」という用語に「避難民」を取り込み、

「避難民」問題の側面を強調する形で、いわ

ば実質的に「難民」を「避難民」とすりか

えてしまっているといえる23）。この点に関し

ても、従来のような庇護による難民の保護

からの脱却が図られていることが分かる。

つまり難民ならともかく、避難民であれば

その保護は何も庇護という形態にこだわる

べき必然性はない、という論理展開である

と考えられる24）。

そして決定的なのは、同覚書中の難民の

本国における活動に関する次のような記述

であろう。「従来、難民の本国における

UNHCRによる活動は、自発的帰還（volun-

tary repatriation）及び社会復帰（durable

reintegration）に関係するものであった。特

に近年、UNHCRは帰還民に関係する職務を

通じて、帰還民と国内避難民（Internally

Displaced Persons, 以下IDPsと略称）とがそ
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れぞれ直面する問題には実質的共通点があ

ることを認識している。さらには、UNHCR

は、難民が国内避難の起きている状況へと

帰還するという実情を多く見てきた。この

ような経験からUNHCRは、特にIDPsに対す

る十分な保護が、難民流出を未然に防ぎ、

難民の本国帰還及び社会復帰の達成の重要

な鍵となることを確認する。25）」ここにおい

て、庇護とは完全に無関係にIDPsに対して

活動を行うことの意味が確認され、難民の

発生を防ぐという意味におけるIDPsに対す

る活動の意義が示された。

このような論理展開に疑問がないわけで

はない。そこでは、IDPsに対する活動が難

民の保護へと繋がるという論理が展開され

ているのであるが、このような論理は難民

とIDPsが混在している場合には妥当すると

しても、IDPsのみに対して、彼らが難民と

ならない為に行う活動においてはその妥当

性は疑わしい。UNHCRは、難民問題自体の

解決に最高の価値を置いていたのではなく、

迫害された個人を難民として保護するとい

う活動を行ってきたのではなかったか。国

連総会も、少なくとも1974年以来、UNHCR

の職務のうちで最重要なものとして難民の

国際的保護を挙げてきていたはずである26）。

いずれにしても、これは、UNHCRの受入

国中心型活動に、根本的変化を与えるもの

であると言える。難民の保護の論理におけ

る変化のうちでも、すでに発生している難

民問題を解決するプロセスにおいてIDPsに

対して行う活動は従来の受入国中心型の枠

内での権限拡大であり、いわば枝葉の変化

とでも表現できるが、難民をそもそも発生

させないためにIDPsに対して行う活動とい

うのは、本来のUNHCRの職務に関わってく

る重要な変化であり、いわば根幹に関わる

変化と言えよう。

さらに同覚書の同章の中には「国家責任

［概念］ 27）の容認（Acceptance of State

responsibilities）」という節28）が設けられて

おり、そこでは国家責任の他に、「解決志向

的保護（a solutions-oriented approach to

international protection）」という概念も新

たに持ち出されている29）。「国家が、その国

家領域に関して責任を全うすることが、解

決志向的保護においては求められる。そし

て解決志向的保護には、難民の自発的帰還

及び社会復帰の達成の他に、（難民流出の）

根本的原因の排除を促進する（facilitate）よ

うな実行的手段を用いることもまた、

UNHCRに求められる。このような保護が正

常に機能する為には、国家責任概念の更な

る発展とその容認が求められるのである30）。」

このように、ここではこれまでのUNHCRの

恒久的解決策の模索という職務の枠内には

なかった「根本的原因の排除」という活動

の採用と、その達成のための国家責任概念

の導入が為されている。そしてこれらの概

念の説明を以下のように続ける。「難民及び

その他の集団（other groups）の避難若しく

は強制移動の原因に関する責任には、（難民

問題の）予防と改善という両側面がある。

この責任は、人命と個人の尊厳及び市民の

権利を保護（safeguard and protect）すべき

国家の基本的義務であることから、難民の

本国の責任であると同時に、国際社会の一

員に固有の義務であることから、国際社会

全体の責任でもある。今日における課題と

しては、このような責任をより具体化させ、

すなわち、国家に対してはその領域におけ

る人権侵害の排除を要求し、人の移動原因
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（push factors）を減少させるよう国際的に

協力し、難民の本国及び（第一次）庇護付

与国によって責任が受入れられるよう負担

を分配（share burdens）することが挙げら

れるであろう31）。」この文脈からは、解決志

向的保護及び国家責任という両概念が新た

に持ち出された理由が、難民発生による国

家の負担という現実的問題にあるというこ

とがうかがえる32）。

このように、従来は受入国中心に活動を

行ってきたUNHCRは、解決志向的保護及び

国家責任という両概念の創造によって、権

限の根本的変化に踏み込んだことがわかる。

2. 受入国中心型からの脱却

２-1. 出身国中心型活動の付加

上述のようなUNHCRからの革新的提言を

受けて、その年のEXCOMにおいて結論

［No.65］33）が採択され、上記の内容がほぼ確

認された形となって34）、同年末の国連総会に

おいてその内容が次のように確認された。

「国連総会は…今日の難民問題に取り組むに

あたって、解決志向的アプローチに取り組

むことの必要性を認識する。難民の置かれ

る状況を改善すべき諸国家の責任のうちで

も、特に難民流出の原因を排除すべき難民

の本国の責任に注意を払いつつ、今日にお

ける難民の規模、複雑化は、従来の保護原

則の発展を必要とすると同時に、保護の新

たな方向性に関する開かれた議論とこの分

野における更なる法の発展をも必要とする

ことを認識する35）。…難民問題に対する恒久

的解決の達成の重要性を、特に難民発生の

根本的原因に関して重要視し、UNHCRに対

してその保護職務に沿った形での（難民流

出）予防戦略という新たな手段の模索を求

め、また同時にその中で国家責任及び負担

分配（burden-sharing）システムが強化され

るべきことを強調する36）。」ここにおいて、

UNHCRの権限の中に、抽象的にではあるが、

予防的活動（preventive actions）が含まれ

ることが確定し、それと同時に、UNHCRは

受入国中心型活動の枠を打ち破ったといえ

る。

翌1992年の覚書37）においては、UNHCRの

活動原則の確認を行った上で、難民の本国

におけるUNHCRの活動に関して、より具体

的な議論が為されている。まずUNHCRの活

動原則に関して以下のように記述する。「作

業部会38）は、武力紛争若しくは一般化した

深刻な混乱や暴力によって自国から避難せ

ざるをえなかった人々が、たとえ1951年難

民条約及び1967年議定書にいう難民として

の定義に当てはまらずとも、UNHCRの活動

対象となるという一般的認識を確認する。

UNHCRの権限下にある様々な集団に共通す

るニーズの分析を通じて、UNHCRの職務の

中心となる保護に関して、（強いられた）移

動と、保護に対するニーズがこれらの集団

に対するUNHCRの権限の基礎をなすことは

明確である。（強いられた）移動の性格は、

保護に対するニーズと共にUNHCRの関与の

内容を決定すべきものである39）。作業部会は、

このような理由づけ（reasoning）が難民類

似の状況にあるIDPsに関しても妥当すると

考えている。UNHCRはIDPsに対する一般的

活動権限を有しないが、（IDPsの）保護及び

援助に対するニーズに応じて、一定の責任

を負わなければならないであろう。このよ

うに、国連事務総長若しくは国連総会から

の要請がある場合には、UNHCRは状況に応

じて、その人道的活動分野における専門性
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を活かしたIDPsに対する活動を行う旨の意

思表示をすべきである40）。」このような作業

部会による認識は、UNHCRがもはや移動を

強いられた人々の問題に関して一般的に活

動を行うものであるということを確認し、

IDPsに関しても、原則としてその活動範囲

に入れることを認めるものであった。ここ

ではむしろ、移動を強いられた個人の置か

れる状況や、人権に着目した人道的活動原

則が述べられているが、前述のように1991

年において予防的活動等が、国家間の負担

分配のようないわゆる国家の論理から導か

れた後では、少し説得力に欠ける感は否め

ない。さらに覚書は次のように続ける。「作

業部会は、UNHCRの職務及び権限の検討を、

基本的人権及び難民保護原則の中に位置付

ける。UNHCRの活動の枠組は、あくまでも

ノン・ルフールマン原則を中心とする保護

原則を基礎とするものでなければならない。

しかも、この基本的保護（原則）は疑いな

く確立している。41）」ここでは作業部会が

UNHCRを人権保護の側面から分析している

ということと、その結果として難民保護の

中心があくまでも庇護であるべきことが強

調されている。これはUNHCRが受入国中心

の従来型の活動から変化してゆく上での、

注意喚起とも受け取れる42）。

同覚書の中には庇護が依然として難民保

護の中核にあるべきものであるという点が

強調される部分が他にもあるが43）、近年の新

難民状況、すなわち大量流出難民（mass-

influx）に関しては1951年難民条約における

ような個人的判別主義が実情にそぐわない

ことを認識した上で、旧ユーゴスラヴィア

からの難民問題において有用であった一時

的保護44）（temporary protection）に言及し、

最低でもこの一時的保護の付与を国家に求

めると同時に、難民認定における集団的判

別主義の採用に関しても検討が求められる

ことを指摘している45）。そのように庇護に関

する議論を展開した上で、庇護以外の手法

としての、難民の本国におけるUNHCRの活

動に関して、①間接的予防、②直接的予防

という２つに分けて、前年にはなかった詳

細な記述を行っている。

まず、①間接的予防 に関して、「…

UNHCRは、難民流出に関する適当な早期警

告システム（early-warning mechanism）を、

国連の中で発展させてゆかなければならな

い46）。作業部会は、UNHCRが人道的行動を

推進することを先導し、平和維持及び国連

事務総長の平和維持活動を支持することで、

予防外交（preventive diplomacy）における

大きな役割を媒介的にかつ補完的に果たす

ことを継続すべきであると考えている。

UNHCRは特に、難民及び避難民に対する国

際的保護及び援助の効果を有効にする為に、

並びに彼等の苦境を和らげる解決策を模索

する為に、このような役割を演じるべきで

ある。この事と関係して、紛争の早い段階

における国連事務局の政治、安全保障、及

び人道部局（arms）との緊密な関係が構築

されるべきである。同時に作業部会は、

UNHCRが自ら難民流出予防を先導し、又は、

難民問題の解決策を模索する権利を有する

としても、その活動はやはり（難民の）保

護と解決策の模索に重点を置き、人道的か

つ非政治的な性格のものでなければならな

いと考えている47）」とし、間接的予防活動が、

UNHCR独自のものではなく、特に国連との

関係の中に位置付けられることが示されて

いる48）。そして間接的予防活動に関わりつつ
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も、政治的に中立を保つ必要性を述べてい

る。そしてさらにその具体的内容について、

「従来UNHCRが難民の本国において行って

きた人権促進分野においても、予防的活動

が多く見られるという見解で一致している。

これらは…人権監視（human rights moni-

toring）、諮問サービスの提供（providing

advisory services）、社会的弱者集団の権利

を保護する地域的構造の促進（promoting

regional structures for protecting the rights

of vulnerable groups）、多様性の許容と人権

尊重の促進（encouraging tolerance for

diversity and respect for human rights）等

である49）」として、以上のような内容を、国

連の他の機関と協同して確保してゆくこと

を述べ50）、さらに経済的及び社会的分野にお

ける活動に関しては以下のように述べる。

「経済的及び社会的開発の分野においても、

国際的及び地域的開発機関及び主要な機構

の問題意識の中に難民問題が置かれること

をUNHCRが積極的に確保してゆくような活

動を行うべきであると作業部会は考えてい

る。加えて、現在継続中である移民、難民

流出、並びに開発及び環境問題の相互関係

の理解を進める作業も活発化してゆくべき

である51）。」これらは、難民問題というより

も、むしろUNHCRの人道的専門分野におけ

る経験を活かした国連一機関としての活動

というべきであって、IDPsが発生する以前

においても行いうる活動であることから、

UNHCRに固有の活動であるとは必ずしも言

えないが、難民の流出原因がある程度具体

的に考慮され、その問題の裾野が広範であ

るという認識が定着した事実は大きく、そ

の意味では難民保護の手段として庇護を中

心的に考えてきた機関としての性格からは

導くことのできなかった活動が提案されて

いる。

次に、②直接的予防については、「『直接

的予防』、すなわち人々がその本国において

保護を求めて国境を越えざるをえないよう

な状況に陥らないようにする特定の活動も、

作業部会によって検討されている。このよ

うな国内的保護（in-country protection）と

は、適当なフォロー・アップ（with follow-

up action as appropriate）を伴うIDPsの基

本的人権及び身体的安全の国際的監視等の

ことである。（IDPsの）本国内における安全

地帯の設定は慎重に行われなければならな

いのみならず、人権及び難民保護の原則及

び国家主権に関する更なる研究や、安全保

障及び多数国間セーフティー・ネット（mul-

tilateral safety net）、更にはそのような枠組

の中における持続可能な解決策の推進をも

同時に求められなければならない52）」として、

前述の間接的予防と直接的予防の明確に異

なる点、すなわち前者が強制的措置を含ま

ないものであるのに対して、後者は場合に

よっては安全地帯の確保のような強制措置

をも含む、あるいは含まざるをえないとい

う点が示されているのであるが、直接的予

防は、予防的活動の中でも従来の庇護支援

機関としてのUNHCRの活動には全くなかっ

た新たな分野である。もちろん、UNHCRの

IDPsに対する活動権限が無制限のものでは

ないことは確認されている。つまり、

「UNHCRによる国内避難問題への関与は、

UNHCRの最低基準（baseline criteria）にか

なうか否かによってのみ検討されなければ

ならない。（国内避難問題への）関与の申し

出又は要請に先立ち、UNHCRは、①庇護が

選択肢として残されているか、②UNHCRに
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よる関与は、アクセス（access）、安全性

（security）、及びその他の条件を考慮して現

実的であるか、③UNHCRの専門性が真に必

要とされているのか、④UNHCRが関与する

ことに対して関係各国の了解が取り付けら

れているか、また、国際社会からの政治的

支援が得られるか、という点を確認する必

要がある。また、十分な特別基金も必要と

なる。更には、多数国間協力を行う他の国

連諸機関の参加も、重要な考慮要素である。

最後に、UNHCRによる関与は解決志向的か

つ、UNHCRの人道的及び非政治的性格に完

全に合致しなければならず、その結果、い

つでも活動を中止し、（この点に関して）妥

協があってはならず、強制移動やその他人

権を侵害するような実行を伴ってはならな

い。そして要請があり、状況が許せば、

UNHCRはIDPsの帰還に関しても指導的役割

を果たすべきである53）。」しかし、その活動

条件の指針はおおまかであって、UNHCRは

他の機関からの拘束を受けることなく、自

らの判断によってIDPs救済への関与を決定

すべきことが提案されている。

また、ここで示された諸基準の中で「①

庇護が選択肢として残されているか」とい

う基準には問題がある。論理的に言えば、

庇護が選択肢として残されているか否かと

いう問題はIDPsに固有のものではなく、そ

の受入れを行うか否かを判定する庇護国の

問題であろう。もちろん、ここでのこの基

準の主旨は、あくまでも難民をその本国に

封じ込めるような意味でのIDPsに対する活

動を行わない、ということであろうが、こ

れは他の諸基準とは異なりかなり厄介な、

検討を要する問題であると言える54）。つまり

従来のUNHCRの枠組みからすれば、まずも

って庇護を与えるよう、他の国に働きかけ

を行うことが優先されるはずである。この

ような措置に言及せずに「庇護が選択肢と

して残されているか」ということを抽象的

に問うのは、多くの場合、庇護という選択

肢を追求しない、ということを意味してい

ると言わざるをえない。

いずれにしても、UNHCRは難民保護の原

則を維持しつつも、移動を強いられた人々

一般に対する活動権限を有するべきである

という提案となっているのであるが、この

ことは以下の記述からも明らかである。

「UNHCRは、人一般に対する人権監視を行

うものではなく、すなわち人の（強制）移

動に関係する保護活動の範囲にない活動を

行うべきではない55）。」

以上のようなUNHCRからの提案を受け

て、同年のEXCOMは結論［No.68］を採択

し、その中で上記の内容をほぼ容認した56）。

そしてそれを受けた同年末の国連総会決議

47/105（1992）57）は、次のように述べた。

「国連総会は、…UNHCRが、その職務と責

任を認識しつつ、緊急事態に具え、対応能

力及び計画的な自発的帰還を推進するのと

同様、難民流出を生じさせるような状況を

予防する為の活動を行うことを歓迎する58）。

…基本的保護原則及びその職務を認識しつ

つ、難民を発生させるような状況を予防し、

難民流出の原因を排除するような保護及び

援助を発展させるようなUNHCRの努力を…

支持する59）」という決議を採択し、ここにお

いてUNHCRは、その基本的職務として庇護

活動を念頭に置きつつも、前年の内容より

もより具体的に、上記のような内容での予

防活動を行う権限を付与されたのである。

前年の1991年のEXCOMにおいて緒方弁務官
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は1990年代の難民問題解決に必要な三つの

基本的戦略60）を述べているが、上記のよう

な権限拡大はこれに沿ったものでもあった。

以上のように、この1991年及び1992年を

通じて、UNHCRは受入国中心アプローチか

ら脱却したことが確認された。そしてこの

方向性は、1993年以降も基本的に上記のよ

うにUNHCRの覚書、EXCOM、そして国連

総会へと議論の場を移しつつ、確保されて

いる。例えば1996年においては、「保護を中

核とする包括的アプローチ6161））」と銘打って、

議論が展開されている。冷戦終結がUNHCR

のみならず、難民保護の実質的変化の引き

金となったのではないかという想像はつく

が、この点は稿を改めて検討する必要があ

ろう。

国連での議論を見ると、国家の論理から

UNHCRが難民の本国における活動を行うよ

うになったという側面が伺えるが、その結

果として移動を強いられた個人の人権が確

保されるべきという認識が強まったのもま

た事実である。国家責任概念は難民受入国

の負担問題から出てきたのであるが、難民

流出によって難民の本国に国家責任が生ず

るという議論は、国家が難民を発生させる

ような行為を行わない、すなわち結果的に

人権を著しく侵害するような行為を行わな

いことを確保させる方向性を持っていると

いうことは言えるであろう。

III.  結論

UNHCRの職務は基本的に非政治中立的で

あって人道的考慮によってのみ難民に対す

る活動を行うというものであった。特にそ

の設立当初からしばらくの間は、難民発生

国の内政にはなるべく関与しないように考

慮する一方で、難民を受け入れることでそ

の発生国の内政を事実上批判するという図

式が成立していた。

ところが冷戦構造崩壊後は、そのような

難民の政治的有用性が失われ、逆に難民受

け入れの負担が急速に注目されるようにな

ってきた。そして難民問題の最大の「不思

議」であった「難民問題の責任を負うのは

誰か」という問題が再考されることになっ

たのである。

「難民問題の責任を負うのは誰か」という

問題を考えるとき、難民条約に批准してい

ない国家との関係では庇護国としての義務

を受け入れることについて相互主義も成立

しないし、また、難民問題は国際社会全体

の関心事項であるとされる一方で、その関

心事項の負担を庇護国のみが負わなければ

ならないことについて論理的な説明は不可

能である。その意味では、近年の「人権ア

プローチ」への志向というのはある意味で

国際社会が難民問題対処において必然的に

たどり着いた答えなのだろう。しかし「人

権アプローチ」というのは、むしろ「人権」

を掲げて領域国の責任を直接追及しようと

するアプローチであり、もっと言えば、経

済的には相対的に受け入れの余裕のある先

進国の負担を軽減しようとするアプローチ

である。そして「人権」という観点からみ

ても、今日の難民現象を生み出す責任を領

域国のみに課すのは、必然的ではない。

ただし本稿の中でも触れたとおり、従来

UNHCRは「迫害された個人を難
・

民
・

と
・

し
・

て
・

保

護する」ことをその職務としていたはずで

あり、「難民問題それ自体の消滅」を終局的

な目的に置いていたわけではなかったはず

である。迫害が禁止されることと、迫害が

難民保護の方法論転換
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行われないこととの間には直接的な連関は

ない。迫害が禁止され、あるいは個人が迫

害されない権利を有しているとしても、迫

害された場合に必要とされる活動がある。

UNHCRが「個人が迫害されないようにする

活動」に重点を置きすぎて、逆に「迫害さ

れた場合の活動」が鈍くなってしまうので

はないかという懸念がないとはいえない。

その意味では、このような性質の異なる２

つの種類の活動を一つの機関に担わせるこ

との利点とは別に、弊害も考慮されねばな

らないであろう62）。

いずれにしても、難民問題が新たな段階

に突入していることは明らかである。
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